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　次代を担う「人材」開発に寄与する私立学校の教育条
件の維持向上及び経営の健全性の確保を図るため、私立
学校の経常的経費に対して補助を行う。

　私立幼稚園運営費補助　　11,212,952千円

（１）事業内容
　　　各幼稚園の経常的経費(人件費、教育研究費、管理経費等)に対し、予算の範囲内で補助を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11,212,952 千円(前年比　1,801,526千円減　約13.8％減)
　　ア　補助単価(学校法人立)
　　　・３歳～５歳児　　　203,416円(前年比 3,477円増)
　　　・満３歳児　　　　　101,708円(前年比 1,738円増)
　　イ　補助単価(非学校法人立)
　　　・３歳～５歳児　　　 61,025円(前年比 1,043円増)
　　　・満３歳児　　　　　 30,513円(前年比   522円増)

（２）事業計画
　　　　学校法人等に対する補助に加えて、法人運営、学校運営について検査を継続的に実施することにより、
　　　教育条件の維持向上及び私立学校の経営の健全性の維持向上を図る。

（３）事業効果
　　　教員１人当たり園児数(幼稚園)平成24年度：13.71人　平成29年度：11.78人　令和5年度：10.48人
　　　【活動指標(アウトプット)】補助対象園数　補助額
　　　【成果指標(アウトカム)】　私立幼稚園の健全な発展

（４）変更点
　　　継続的な賃上げによる処遇改善の幼稚園負担割合を1/4から1/8に軽減
　　　教員のキャリアアップ等のための処遇改善を補助率1/2で新設

２　事業主体及び負担区分
(国：定額、県：定額)学校法人等：補助を除く全額

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(区分)教育費(款)その他の教育費
(細目)私立学校助成費(細節)私立学校助成費(積算内容)
177,300円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
人件費(既存分)9,500千円×1.0人＝9,500千円
人件費(増員分)なし
組織の新設・改廃 なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 11,212,952 2,187,100

前年額 13,014,478 2,353,199 10,661,279
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未来を創る子供たちの育成

9,025,852 △1,801,526

私学教育の振興



 

事業名

単位事業名 予算額 11,212,952千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 2,187,100 △166,099 私立高等学校等助成費補助金
私立学校費補助金 補助率　定額

一般財源 9,025,852 △1,635,427

合計 11,212,952 △1,801,526

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 11,212,952 △1,801,526 【補助単価】
　学校法人立　　3歳～5歳児　203,416円
　　　　　　　　満3歳児　　 101,708円
　非学校法人立　3歳～5歳児　 61,025円
　　　　　　　　満3歳児　　　30,513円

合計 11,212,952 △1,801,526
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私立幼稚園運営費補助
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